
議案第１１号 

 

平成２９年度牧之原市一般会計予算 

 

 平成２９年度牧之原市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９，６５０，０００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２１

４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限

度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」によ

る。 

（一時借入金） 

第４条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１,５００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (１) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用 

 

平成２９年２月２７日提出 

 

牧之原市長 西 原 茂 樹 
 



項 金      額

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款

（単位：千円）

項

歳 入

款金      額

（単位：千円）

使 用 料市 税1 96,23717,596,846

手 数 料1 市 民 税 28,87822,843,300

国 庫 支 出 金2 固 定 資 産 税 2,583,881144,261,895

国 庫 負 担 金3 軽 自 動 車 税 1,396,1581151,600

国 庫 補 助 金4 市 た ば こ 税 1,177,1182340,030

委 託 金5 鉱 産 税 10,60531

県 支 出 金6 都 市 計 画 税 1,390,6561520

県 負 担 金地 方 譲 与 税2 611,3291221,000

県 補 助 金1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 662,740263,000

委 託 金2 自 動 車 重 量 譲 与 税 116,5873150,000

財 産 収 入3 航 空 機 燃 料 譲 与 税 9,104168,000

財 産 運 用 収 入利 子 割 交 付 金3 8,04118,000

財 産 売 払 収 入1 利 子 割 交 付 金 1,06328,000

寄 附 金配 当 割 交 付 金4 400,6261728,000

寄 附 金1 配 当 割 交 付 金 400,626128,000

繰 入 金株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金5 1,197,1501820,000

特 別 会 計 繰 入 金1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 60120,000

基 金 繰 入 金地 方 消 費 税 交 付 金6 1,188,5902895,000

財 産 区 繰 入 金1 地 方 消 費 税 交 付 金 8,5003895,000

繰 越 金ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金7 300,0001922,000

繰 越 金1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 300,000122,000

諸 収 入自 動 車 取 得 税 交 付 金8 334,1442072,000

延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料1 自 動 車 取 得 税 交 付 金 4,300172,000

市 預 金 利 子地 方 特 例 交 付 金9 2226,000

貸 付 金 元 利 収 入1 地 方 特 例 交 付 金 1,475326,000

受 託 事 業 収 入地 方 交 付 税10 10,51742,050,000

雑 入1 地 方 交 付 税 317,85052,050,000

市 債交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金11 2,068,5002110,000

市 債1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,068,500110,000

分 担 金 及 び 負 担 金 歳          入          合          計12 19,650,000291,978

1 分 担 金 10,321

2 負 担 金 281,657

使 用 料 及 び 手 数 料13 125,115



項 金      額款

（単位：千円）

項

歳 出

款金      額

（単位：千円）

消 防 費議 会 費1 1,043,8809137,637

消 防 費1 議 会 費 1,043,8801137,637

教 育 費総 務 費2 1,409,748102,271,944

教 育 総 務 費1 総 務 管 理 費 408,90611,747,623

小 学 校 費2 徴 税 費 188,8832268,595

中 学 校 費3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 147,6043138,286

幼 稚 園 費4 選 挙 費 56,962479,084

社 会 教 育 費5 統 計 調 査 費 223,214514,690

保 健 体 育 費6 監 査 委 員 費 384,179623,666

災 害 復 旧 費民 生 費3 7,854116,235,755

農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費1 社 会 福 祉 費 1,75213,237,359

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費2 児 童 福 祉 費 6,10222,713,599

公 債 費3 生 活 保 護 費 2,093,48312283,232

公 債 費4 災 害 救 助 費 2,093,48311,565

予 備 費衛 生 費4 40,000132,270,763

予 備 費1 保 健 衛 生 費 40,00011,405,390

2 清 掃 費 歳          出          合          計 19,650,000852,787

3 上 水 道 費 12,586

労 働 費5 21,276

1 労 働 諸 費 21,276

農 林 水 産 業 費6 820,010

1 農 業 費 650,090

2 林 業 費 13,669

3 水 産 業 費 156,251

商 工 費7 612,520

1 商 工 費 612,520

土 木 費8 2,685,130

1 土 木 管 理 費 137,078

2 道 路 橋 り ょ う 費 2,249,619

3 河 川 費 38,936

4 港 湾 費 44,438

5 都 市 計 画 費 156,078

6 住 宅 費 58,981



第２表 債務負担行為 
 

事 項 期 間 限 度 額 

第３次牧之原市地

域福祉計画策定業

務委託 

平成 29 年度 

～ 

平成 30 年度 

千円 

６，３１８ 

 

委託予定額       ８，８７９  

平成 29 年度予算計上額  ２，５６１  

 



第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

千円

旧合併特例事業 1,391,000 6.0％以内

　(地域振興基金造成事業) (380,000)

　(公共施設適正化事業) (14,200)

　(公共施設適正化事業(除却)) (4,000)

  (児童福祉施設整備事業) (3,300)

  (農業生産基盤整備事業) (16,900)

  (海岸保全施設整備事業) (15,200)

　(道路整備事業) (907,400)

　(生活排水対策事業) (22,300)

  (公園施設整備事業) (2,800)

　(消防防災施設整備事業） (20,000)

　(学校教育施設等整備事業(小学校)） (4,900)

公共事業等 39,100

　(農業農村整備事業) (36,400)

　(港湾事業) (2,700)

防災対策事業 5,200

 （自然災害防止事業(治山)） (1,600)

 （自然災害防止事業(急傾斜地)） (3,600)

緊急防災・減災事業 33,200 同　上 同　　上 同　　上

600,000

計 2,068,500

普通貸借
又　　は
証券発行

同　上 同　　上 同　　上

公的資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合に
は、その債権
者と協定し償
還する。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは
繰上償還又は
低利に借換え
することがで
きる。

(ただし､利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率)

臨時財政対策債 同　上 同　　上 同　　上

同　上 同　　上 同　　上


